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■令和７年度 第１回鳥取県国土強靭化推進評価会議の開催結果について 

【技術企画課】・・・・・・２ページ 

 

■道路維持工事に係る住民訴訟の提起について 
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令和７年度 第１回鳥取県国土強靭化推進評価会議の開催結果について 

令和７年 10 月６日 
 技 術 企 画 課 

本県では、いかなる自然災害が起こっても「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な鳥取県を作
りあげるため、平成 28 年３月から鳥取県国土強靱化地域計画を策定の上、ハードとソフトを組み合わせ
た防災・減災、国土強靱化対策を推進しています。今年度が第２期計画（Ｒ３～Ｒ７）の最終年度である
ことから、各施策分野の有識者等の意見を反映し第３期計画（Ｒ８～Ｒ12）を策定する予定です。 

このたび、標記会議を開催し、これまでの取組に対する評価や第３期計画の策定方針について意見を交
わすとともに、同時に更新する国土強靱化の推進において重要な要素となる第２期鳥取県インフラ長寿命
化計画（行動計画）（Ｒ８～Ｒ12）の改定方針について議論しました。 

１ 開催概要 
〔日 時〕９月９日（火）午後３時～   〔場 所〕鳥取県立図書館 大研修室 
〔出席者〕令和７年度鳥取県国土強靱化推進評価会議委員 

分野 氏名 役職等  

行政 山川 泰成 鳥取市危機管理部長 出席 

〃 景山 政之 日野町総務課長  

住宅・都市・環境 南波 一好 鳥取県建築士会理事 出席 

保健医療・福祉 田中 響 鳥取看護大学教授  

エネルギー 真島 和人 中国電力㈱鳥取支社総務グループマネージャー 出席 

産業・金融 倉光 千浪 倉吉商工会議所女性会   

情報通信  定道 正代 ＮＨＫ鳥取放送局副局長   

物流 山﨑 隆志 一般社団法人鳥取県トラック協会専務理事 出席 

農業 武田 政信 鳥取県農業協同組合中央会総務部長 出席 

国土保全・交通 柗見 吉晴 国立大学法人鳥取大学名誉教授（特任教授）：座長 出席 

２ 地域計画の取組に対する評価 
＜施策の評価（Ｒ３～Ｒ６）＞※重要業績指標（ＫＰＩ）により評価 

・全体的には、強靱化の取組が着実に進んでいる。 
・施策分野別では、「産業分野」の進捗が低く、また、

住民の主体的な取組（自助共助）に係る進捗が低い。 
・今後は、「産業分野」や自助共助に係る施策の充実

と、Ｃ評価施策の取組内容の見直しが必要である。 

３ 鳥取県国土強靱化地域計画の見直し方針（次頁資料参照） 
・国の計画の動きや近年の社会情勢の変化、大規模災害で得られ

た教訓等を踏まえたものとする。 
＜検討の視点＞ 

① 近年の災害発生状況を分析 
② 能登半島での地震・大雨を踏まえた対策検討の結果を反映 
③ 大船渡市林野火災等を踏まえた対策検討の結果を反映 
④ 下水道等に起因する陥没事故を踏まえた対策検討結果を反映 
⑤ 新たな国土強靱化基本計画（Ｒ５．７）との調和を図る。 
⑥ 第１次国土強靱化実施中期計画（Ｒ７．６）の施策を反映 
⑦ 「地方創生２．０」との調和を図る。 
⑧ 施策・ＫＰＩの評価分析結果を踏まえたものとする。 
⑨ 当推進評価会議における委員意見を反映 

４ インフラ長寿命化計画（行動計画）の改定方針（次頁資料参照） 
・社会情勢の変化や国の新たな動向、10 年間の取組の振返り結果等を踏まえ、「７つの具体的施策」に

おける取組内容を修正・強化（特に、遅れている施策や新たに浮き彫りとなった課題対応を強化） 

５ 第１回推進評価会議における主な有識者意見 
・農業の後継者がおらず地域コミュニティーが衰退。農地・施設が荒廃し、治水機能も失われる。 
・避難所や支援物資があっても、その運営や人のケアをする人材育成も大事である。 
・家屋の耐震化のニーズは高い。もっと予算確保等の支援が必要である。 
・土木インフラの老朽化対策は、優先順位をつけながら定期的に更新等を行っていくべき。 
・ＰＤＣＡサイクルがうまく回るように施策の評価方法を見直してはどうか。 

６ 今後のスケジュール 
11 月頃 第２回鳥取県国土強靱化推進評価会議 …第３期計画(素案)の審議 
～12 月 パブリックコメントの実施 
２月頃 第３回鳥取県国土強靱化推進評価会議 …第３期計画(案)とりまとめ 

３月下旬 計画の公表 
 

＜評価ランクについて＞ 
Ａ：既に達成（達成率 100％以上） 
Ｂ：順調（達成率 50%以上 100％未満） 
Ｃ：やや遅れている（達成率 25%以上 50%未満） 
Ｄ：遅れている（達成率 25%未満） 
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道路維持工事に係る住民訴訟の提起について 
 

令和７年10月６日 

道 路 企 画 課  

 

令和７年８月13日に、澤田信介氏から道路維持工事での不当利得に対する損害賠償請求権の行

使を県に求める住民訴訟が提起され、鳥取地方裁判所に訴状が提出されました（同年９月26日県受

領）。 

本年６月に原告が行った住民監査請求は訴訟要件不備（審査請求前置違反）として却下されてい

ることから、同様の理由で訴えの却下を求め、争う方針です。 

 

１ 訴訟の概要 

（１）原告 澤田 信介 

 

（２）被告 鳥取県知事 平井 伸治  

 

（３）請求の趣旨 

道路維持工事（平成29年度から令和２年度まで）において、被告は、道路維持工事の受注

者Ａに対し金5,494,464円及び受注者Ｂに対し金1,035,482円の支払いを請求することを求

める。 

 

（４）原告の主張概要 

受注者Ａ、Ｂは、異常時パトロール、応急作業、側溝清掃等の業務において、請求できな

い金額を請求し、鳥取県は支払った。 

     被告は前記不当利得の返還を求めるべきところ、違法にその行使を怠っているので、住民

監査請求を経た上で、本住民訴訟を提起する。 

 

 （５）その他 

本件については、令和７年６月30日に原告から住民監査請求が提出されたが、道路維持工

事の支出のあった日から１年を既に経過していることから、７月10日に鳥取県監査委員か

ら請求を「却下」する監査結果が通知されている。 

（住民監査請求については、当該行為のあった日又は終わった日から１年を経過した時は

これをすることができないことが、地方自治法第242条第２項に規定されている。） 

 

２ 今後の対応 

監査委員が行った却下処分に違法な点はなく、訴訟要件不備（審査請求前置違反）として、訴

えの却下を求め、争う方針です。 

 

３ 第１回口頭弁論期日 

日時 ： 令和７年11月14日（金）午後１時30分 

  場所 ： 鳥取地方裁判所 22号ラウンド法廷 
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鳥取港千代地区及び西浜地区の分譲地の購入希望者の募集について 
 

令和７年10月６日 

港 湾 課  

 

鳥取港で事業活動を行う事業者を対象として、同港千代地区及び西浜地区の分譲地の購入希望者を公募します。 
 
１ 分譲地の概要 

（１）千代地区（鳥取市港町地内） 

地番 面積（㎡） 価格（千円） 地番 面積（㎡） 価格（千円） 

13番７ 1,279 3,837 13番13 1,187 3,561 

13番８ 1,326 3,978 13番14 1,221 3,908 

13番９ 1,210 3,630 13番15 1,222 8,188 

13番10 1,420 4,118 合計 8,865 31,220 
 
（２）西浜地区（鳥取市賀露町西四丁目地内） 

地番 面積（㎡） 価格（千円） 

1802番12、1802番13、1802番14 3,677 40,595 

 

２ 位置 

           （西浜地区）                   （千代地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 分譲地購入者の決定方法 

（１）資格審査項目 

主に以下の項目により資格審査を実施する。 

・土地利用計画が分区条例に基づく構築物規制等の規則等に反しないこと。 

・分譲地を購入した上で事業を継続できる資力を有すること。 
 

（２）評価項目 

土地利用計画書を学識経験者等が以下の評価項目により採点し、得点が高い者から優先的に本分譲地の購入

を交渉する。 
 

〇実績に関する評価：千代地区 鳥取港の荷役利用実績及び予定 

西浜地区 鳥取港の水産業に携わる事業実績及び予定 

〇共通評価項目：本県の産業振興への寄与、購入理由等の妥当性、環境への配慮、新規正規雇用の創出 
 

（３）公募期間 

令和７年10月15日（水）から同年11月４日（火）まで土地購入申請書の受付を実施する。 

 

（参考：過年度の売却状況） 

令和５年度、６年度に公募した千代地区の分譲地（６区画、約6,000㎡）は、全て売却済みである。 
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